
達成度　◎:目標値を既に達成、○:H31まで目標値を達成できる見込み、
　　　　矢印表記:H31までに目標値達成できるか現時点では不明確のため、当初値との比較を示す

評
価
結
果

内容

【評価】
　おおむね計画通りに進捗しており、公共交通機関利用者数が年々増加していることや、中心市街地の一部
エリアの空き店舗率が改善されるなど、事業の成果があがってきている。
　一方で中心市街地の歩行者・自転車通行量が昨年に比べ減少しているため、中心市街地活性化基本計画に
記載の未着手となっている核事業の早期事業着手を推進するとともに、中心市街地の回遊性や商業の魅力の
向上を図るための取組を検討する必要がある。

いきいき地域づくり支援事業実施地区数 30地区 20地区 22地区 ↗
市民活動支援センターの登録団体数 373団体 336団体 340団体 ↗

11.1% ◎

街なか観光客の入込数
950,000

人
830,644

人
780,656

人 ○

◎

都市計画道路整備率（概成済を含む） 75.1% 73.1% 75.5% ◎

↘

土地利用に係る見直し件数
施設等の配置
検討後に設定 ― ― ―

コミュニティセンター等で行っている地域づくり事業への参
加者数

15,300人 14,330人 37,237人 ◎

成
果
指
標

指標名 目標値 当初値 H30実績値

中心市街地の歩行者・自転車通行量 36,000人 34,022人 29,930人

バス利用者数
5,787
千人

5,730
千人

5,967
千人

空き店舗率 12.1% 13.2%

達成度

公共交通機関利用者数
10,858
千人

10,801
千人

11,060
千人 ◎

目
的
・
概
要

（１）産業振興と市民生活を支えるための土地の有効活用
・多様化する市民ニーズや産業活動の変化に対応するとともに、地域活力が生み出される、時代に見合った
質の高いまちづくりを推進するため、より有効な土地利用や公共施設の配置等について検討します。

（２）子どもからお年寄りまでの生活を支える交通体系の構築
・バス不便地域に対する対応や広域での定住圏を確保するため、地域を結ぶ交通手段の確保に努めます。
・バスの利用促進により高齢者を始め誰でも外出しやすい環境を整備します。
・通行者の利便性・安全性を高めるとともに、地域間・都市間のアクセスを強化するため、道路ネットワー
クの整備を進めます。

（３）山形市が持つ個性や独自の資源、文化を重視した中心市街地の賑わいづくり
・中心市街地の商業機能向上のため、中心市街地において、特色ある商業の振興を図ります。
・中心市街地の魅力を高め、賑わいを創出するため、歴史・文化的資源の魅力を向上させるととも
に、情報発信に努めます。
・中心市街地へのアクセス向上などにより利便性を高めるとともに、個々の歴史・文化的資源を結びつける
ことで回遊性を高めます。
・商店街組織等が実施する自主的な取組を支援することにより、街なかの賑わい創出を図ります。

（４）　市民・コミュニティ活動の活性化によるまちづくり
・地域における自主的な活動及び地域活動への市民の積極的な参画を促進するため、地域住民の自主的なま
ちづくりを支援します。
・安全・安心なコミュニティ活動の場を確保していくため、地域住民の活動の場を整備します。
・多様化する市民ニーズに対応できるよう、地域課題を解決する市民活動の活性化を促進します。

重点政策評価調書

No. 4 重点政策名 時代の変化に対応した都市・社会基盤の整備
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No. 4-1 重点政策名 ４．時代の変化に対応した都市・社会基盤の整備

主管課 まちづくり政策課 施策名 （１）産業振興と市民生活を支えるための土地の有効活用

目
的
・
概
要

①土地の有効活用の検討
　多様化する市民ニーズや産業活動の変化に対応するとともに、地域活力が生み出される、時代に見合った
質の高いまちづくりを推進するため、より有効な土地利用や公共施設の配置等について検討します。

成
果
指
標

指標名 当初値 目標値 H27 H28 H29 H30 R1

土地利用に係る見直し件数 －
施設等の配置
検討後に設定 － － － －

主要事業名
事業費（千円） 進捗

状況H27決算 H28決算 H29決算 Ｈ30決算 R1予算 合計

土地の有効な利活用を
推進するための方策の
整備

0 0 0 0 事業中

事業概要

【H28】
＜より有効な土地利用や公共施設の配置＞
市として、南部への児童遊戯施設及び道の駅の設置箇所について決定した。
新たな産業団地開発の基本構想策定等について、概況整理や候補地絞り込み等の検
討を開始した。
＜都市計画マスタープラン＞
土地利用や施設配置について、全体構想及び分野別構想の方針や具体的な取組例、
土地利用構想図への位置づけを行った。
＜市街化調整区域開発規制緩和事業＞
移住定住の促進や集落の維持・活性化を図るため、条例で市街化調整区域(集落及び
拠点)を指定し、指定した区域内での住宅系の規制緩和に向けた環境整備を行った。
【H29】
＜より有効な土地利用や公共施設の配置＞
山形市樋越にある山形県所有地に、グラウンド・ゴルフ場を整備することを決定した。
（整備：県、管理：市）
新たな産業団地開発については、候補地周辺の団地組合へ基本構想等の説明や県と
の協議を行った。また、新たな産業団地開発計画の策定作業をH２９～３０に実施。
＜都市計画マスタープラン＞
土地利用や施設配置について、市内を２５地区に区分し、その内８地区の地域別構想
の方針や将来構想図への位置づけの検討を行った。
＜市街化調整区域開発規制緩和事業＞
民間企業による産業系建築物の建築を促進するため、条例で市街化区域の準工業地
域等に隣接等している区域を指定し、指定した区域内での産業系の規制緩和に向けた
環境整備を行った。
【H30】
＜より有効な土地利用や公共施設の配置＞
道の駅「（仮称）蔵王」について、山形市表蔵王地内に整備することを決定した。
新たな産業団地開発計画を策定し、新たな産業団地整備の候補地を決定した。
＜都市計画マスタープラン＞
土地利用や施設配置について、市内を２５地区に区分し、その内９地区の地域別構想
の方針や将来構想図への位置づけの検討を行った。
＜市街化調整区域開発規制緩和事業＞
平成３０年１０月１日付け「山形市都市計画法に基づく開発許可等の基準に関する条
例」を改正し、産業系の規制緩和を行った。

課題等

現在は、個別施設ごとの設置箇所の選定になっている。
市街化調整区域の規制緩和に伴い、市街化区域にどのような影響がどの程度
でるのか実態がわからないため、当面は実態の把握に努めるとともに、影響に
対する具体的な対応策については今後検討が必要。

0
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都市計画マスタープラン
見直し事業

8,559 10,556 7,635 27,481 68,128 事業中

事業概要

【H27】
 ＜都市計画マスタープラン＞全体構想及び分野別構想の案作成及び地域別
構想原案の検討等を行った。
＜都市計画道路＞未着手道路の評価、都市計画道路見直し計画案の検討を
行った。
【H28】
 ＜都市計画マスタープラン＞全体構想及び分野別構想の策定・公表、地域別
構想原案の修正等を行った。
＜都市計画道路＞「山形市都市計画道路見直し計画」の策定・公表を行った。
【H29】
＜都市計画マスタープラン＞市内を２５地区に区分し、その内８地区の地域別
構想の策定・公表に向けた検討等を行った。
＜都市計画道路＞「山形市都市計画道路見直し計画」に基づき、都市計画決
定・変更に向けた基礎的調査及び原案の作成等を行った。
【H30】
＜都市計画マスタープラン＞市内を２５地区に区分し、その内９地区の地域別
構想の策定・公表に向けた検討等を行った。
＜都市計画道路＞「山形市都市計画道路見直し計画」に基づき、廃止候補路
線に位置づけている路線のうち５路線の都市計画決定・変更を行った。

課題等

地域別構想について、市内を２５地区に区分し、平成２９年度は８地区、平成３
０年度は９地区、平成３１年度は８地区において、策定作業を進めていく予定と
なっているが、地域の状況によって単年度での策定が困難であり、次年度に繰
り越して策定が完了している状況である。さらに都心地域５地区については、昨
年度策定された「山形市中心市街地グランドデザイン」や現在策定作業中の
「立地適正化計画」との整合を図る必要性が生じたため、策定年度を令和２年
度に変更することした。そのため、３カ年での計画策定を目指していたが、令和
２年度に延長しなけれなならないことがほぼ確実となっている。併せて、都市計
画道路見直し計画において「廃止候補」等に位置づけられた路線について、今
後も山形県及び関係機関と協議を行いながら、都市計画道路の都市計画決
定・変更を行う予定。

13,897

68,128

評
価
結
果

内容

【評価】
　道の駅「（仮称）蔵王」について、整備地を決定し順調に事業を進めている。
　新たな産業団地については、候補地を決定し順次国等との協議を進めている。
　都市計画マスタープラン見直しや市街化調整区域の規制緩和についても、概ね計画通り進んでいる。

【課題】
　個別施設ごとの設置箇所の選定となっている。
　
【今後の方向性】
　市の全体的な土地利用と施設配置の方向性について、関係部課との調整を図るとともに、（仮称）新発展
計画の策定にあわせて適正な土地利用の考え方を検討していく。

8,559 10,556 7,635 27,481 13,897
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No. 4-2 重点政策名 ４．時代の変化に対応した都市・社会基盤の整備

主管課 企画調整課 施策名 （２）子どもからお年寄りまでの生活を支える交通体系の構築

目
的
・
概
要

①地域を結ぶ公共交通の確保
　市民の移動手段を確保するため、バス路線等について、市民のニーズや地域の特性を反映した公共交通
ネットワークを構築・確保するとともに、公共交通の利用を促進します。

②高齢者の外出支援の充実
　バスの定期券購入に対し補助を行い路線バスやコミュニティバスを利用してもらうことにより、高齢者の
外出の機会を増やすことで閉じこもりを防止し、住み慣れた住宅に元気で継続して生活できるよう支援する
とともに自動車運転免許証の返納を後押しします。

③安全で利便性の高い道路ネットワークの構築
　通行者の利便性・安全性を高めるため、都市計画道路及び生活道路の整備を進め、地域間・都市間のアク
セスを強化するとともに、未改良道路の整備を行います。

成
果
指
標

指標名 当初値 目標値 H27 H28 H29 H30 R1

都市計画道路整備率（概成済を含む） 73.1% 75.1% 73.1% 73.3% 73.7% 75.5%

5,967
千人

バス利用者数
5,730
千人

5,787
千人

5,730
千人

5,802
千人

5,939
千人

※都市計画道路整備率の当初値は計画策定後73.1%に確定（73.5%は策定時点の見込値）

主要事業名
事業費（千円） 進捗

状況H27決算 H28決算 H29決算 H30決算 R1予算 合計

157,721 事業中

事業概要

【H27】 コミュニティバス西部循環線の運行、公共交通マップ2015版の作成、山
形市公共交通網形成計画の策定
【H28】 コミュニティバス西部循環線の運行、コミュニティバス東部循環線の運行
準備
【H29】 コミュニティバス東部循環線及びコミュニティバス西部循環線の運行、公
共交通マップの見直し、山形市公共交通網形成計画の進行管理
【H30】新たな「山形市公共交通マップ」の検討と、バス路線の再編に向けた山
形駅前バスプールの見直し案の検討に関する調査研究を福島大学に受託研究
として委託（山交バスと共同で実施）

課題等
公共交通網形成計画の目標達成に向け、進捗状況が遅れている施策について
具体的な取組み案を整理する必要がある。

公共交通利用促進対策
事業

13,577 13,881 68,162 27,030 35,071

131,778 事業中

事業概要

　補助対象路線に対して経常費用と経常収益の差額についてバス事業者であ
る山交バス㈱に対して補助を行った。
・補助対象路線　【H28】11路線　 【H29、H30】12路線　（市外も運行する2路線に
ついては山形市運行分のみ補助）

課題等 赤字路線における利用者の減少

生活バス対策事業

31,444 31,085 32,575 36,674 0

63,484 事業中

事業概要

【H27】【H28】【H29】【H30】 　乗合旅客事業者（高瀬線：山交バス㈱、南部線：山
交ハイヤー㈱）と締結する協定に基づき、運行経費と運賃収入の差額を運行負
担金として事業者へ交付する。
○コミュニティバス高瀬線の運行
　①経路：高沢～山形駅前　   小学生、障がい者は半額。未就学児は無料。
○地域交流バス南部線の運行
　①経路：山形市役所前～農業試験場前
　　　→利用率向上を目的に地元の要望に基づき経路を一部見直しを実施
※高齢者外出支援事業との連携として高齢者乗車証を交付する。

課題等
従前、利用していた高齢者が加齢等により公共交通を利用できないケースが増えてきて
いる。そのため、新たな需要の発掘や利用方法の提案による利用拡大策の検討及び経
費削減に向けた運行形態の見直しを実施していく必要がある。

コミュニティバス等運行
事業

12,614 12,931 13,104 13,172 11,663
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16,731 事業中

事業概要

　路線バスが廃止されている大郷・明治地区の住民が自主運行している「スマ
イルグリーン号」の運行費について補助金を交付。
【H27】 運行日数98日、運行便数418便　・利用者数1,564人（16.0人／日）
　        補助金交付実績1,944千円
【H28】 運行日数119日、運行便数535便　・利用者数1,872人（15.7人／日）
　       補助金交付実績2,864千円
【H29】 運行日数141日、運行便数648便　・利用者数2,224人（15.8人／日）
　       補助金交付実績3,867千円
【H30】 運行日数141日、運行便数705便　・利用者数2,365人（16.8人／日）
　       補助金交付実績3,887千円
　28年10月より公共交通広域ネットワーク構築事業で検討した山形市～中山町
路線を当該事業と連携して実施。現在の山形市街地～大郷・明治地区の経路
を中山町まで延伸。

課題等

年々、1便あたりの利用人数が減少していることからも明らかなように、従前、利用してい
た高齢者が加齢等により公共交通を利用できないケースが増えてきている。そのため、
新たな需要の発掘や利用方法の提案による利用拡大策を検討し実施していく必要があ
る。

明治地区自主運行バス
支援事業

1,944 2,864 3,867 3,887 4,169

158 事業中

事業概要

山形定住自立圏形成協定に基づき、山辺町・中山町とで公共交通ネットワーク
を構築し、圏域内住民の公共交通の利用促進を図っていく。

【H27】 協議会へ負担金122千円を支出（全額が県交付金交付対象）
　平成24年度に行った住民ニーズ調査の結果を踏まえ、新規路線整備の検討
を行った。
　山形市～山辺町間については、済生病院シャトルバスの活用検討
　山形市～中山町間については、スマイルグリーン号の中山町への延伸につい
て検討
【H28】 協議会へ負担金20千円を支出（事業実態に併せてH28年度より負担金
を減額）　山形市～中山町の路線について、スマイルグリーン号が中山町まで
運行区域を拡大したことに伴い、新たに広域公共交通ネットワークを構築するこ
とができた
【H2９】協議会へ負担金20千円を支出。スマイルグリーン号の利用拡大と山形
市-山辺町間の新たな路線整備について検討を行った。
【H30】スマイルグリーン号の利用拡大と山形市-山辺町間の新たな路線整備に
ついて検討を行った。

課題等
山形市～山辺町間の広域公共交通ネットワークについては、山形済生病院シャ
トルバスとの連携を模索しているが、済生病院側の負担増や国庫補助が見込
めないなど、解決しなければならない課題が顕在化してきている。

公共交通広域ネットワー
ク構築事業

118 20 20 0 0

618,403 事業中

事業概要

【H27、H28、H29、H30】
 「シルバー3ヶ月定期券」の購入を希望する高齢者に対し一定額を助成。また、
自動車運転免許証返納者に、当該定期券の購入について１年間に限り金額を
助成。

課題等
70歳以上の高齢者が年々増加しており、それに伴い年々事業規模が拡大して
きていることから、その利用状況等を踏まえ、効果的・効率的な事業の在り方を
検討していく必要がある。

高齢者外出支援事業

117,072 118,362 126,796 126,519 129,654
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5,687,036 事業中

事業概要

　安全で利便性の高い道路ネットワークを構築し都市機能の向上を図るため、
まちづくりの骨格となる道路を整備する。
【H27】 諏訪町七日町線（本町二丁目～七日町五丁目）の完成　Ｌ=約２８０ｍ、
十日町双葉町線ほか２路線、東原村木沢線ほか１路線、四日町日月山線、諏
訪町七日町線（大龍寺工区）の工事等
【H28】 十日町双葉町線ほか２路線、東原村木沢線ほか１路線、四日町日月山
線、諏訪町七日町線（大龍寺工区）の工事等
【H29】  十日町双葉町線ほか２路線の完成（L=789m）、東原村木沢線ほか１路
線の完成（L=473m）、四日町日月山線、諏訪町七日町線（大龍寺工区）の工事
等。
【H30】四日町日月山線、諏訪町七日町線（大龍寺工区）、十日町双葉町線ほか
1路線（十日町工区）の用地補償等。

課題等

街路事業

926,608 710,116 631,347 1,222,688 2,196,277

3,730,062 事業中

事業概要

車両の円滑な走行及び安全性の確保により市民生活の安定を図るため、市道
認定基準の幅員6.0ｍ以上の道路・橋梁を新設・改良する。
【H29】 　新出羽高擶線ほか19路線の整備
【H30】 　西部工業団地村木沢線ほか20路線の整備

課題等

道路・橋梁新設改良事
業

788,852 763,373 753,880 638,355 785,602

10,405,373

評
価
結
果

内容

【評価】
　公共交通の確保については、高齢者外出支援事業などの影響により、路線バスやコミュニティバス西部循
環線の利用者数が増加するとともに、コミュニティバス東部循環線の運行状況が好調で、バス利用者数は3年
連続で目標を達成している。
　また、高齢者外出支援事業が、高齢者の外出する機会を確保し、介護予防に役立っている。助成申請者の
うち自動車運転免許証返納者は１割を占め、高齢者の免許返納の動きも後押ししている。
　道路ネットワークの構築については、都市計画道路、生活道路ともに順調に整備が進んでいる。

【課題】
　バス空白地域を対象に運行しているコミュニティバス高瀬線及び地域交流バス南部線の1便あたりの利用者
数が年々減少し、廃止の目安である1便あたり5人未満となっている。
　高齢者外出支援事業が公共交通の利用率向上や高齢者の外出機会の確保に貢献しているが、事業対象者と
なる高齢者が年々増加していることから、事業費の拡大が懸念される。
　
【今後の方向性】
　公共交通に関しては、山形市公共交通網形成計画に基づき、利便性や利用率向上に向けて引き続き諸施策
に取り組んでいく。また、高齢者外出支援事業については、このまま継続して実施していくものの、事業費
抑制の観点から、補助の在り方を検討していく。
　道路ネットワークの構築については、市民生活の安心安全を確保するとともに、緊急車両等が円滑に通行
できるよう完成に向けて、計画的な進捗管理を行う。

1,892,229 1,652,632 1,629,751 2,068,325 3,162,436
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No. 4-3 重点政策名 ４．時代の変化に対応した都市・社会基盤の整備

主管課 山形ブランド推進課 施策名 （３）山形市が持つ個性や独自の資源、文化を重視した中心市街地の賑わいづくり

目
的
・
概
要

①「山形市中心市街地活性化基本計画」の推進
　歴史や文化を活かした山形の魅力あふれるまちづくりを推進するため、「山形市中心市街地活性化基本計
画」に基づき、官民連携による中心市街地の活性化に取り組みます。

②中心市街地の商業振興
　中心市街地において空き店舗等を活用し新規出店する市民・事業者や、大規模な再開発事業を実施する事
業者に対し支援を行うことにより、特色ある商業の振興を図ります。

③歴史・文化的資源の魅力の向上
　中心市街地の歴史・文化的資源の魅力に磨きをかけるとともに、各拠点施設におけるイベントや自主事業
の更なる充実を図ることにより、その魅力を積極的に全国に発信していきます。また、山形市のシンボルで
ある霞城公園の整備や、中心市街地内に位置する他の公園及び山形五堰の整備を行うことにより、歴史と文
化を後世に遺しながら中心市街地の魅力を高めます。

④中心市街地の回遊性の向上と賑わい創出
　中心市街地へのアクセス向上などにより利便性を高めるとともに、個々の歴史・文化的資源を結びつける
ことにより回遊性を高めます。あわせて、商店街組織等が実施するイベント開催等の自主的な取組に対し支
援を行うことにより、街なかの賑わい創出を図ります。

成
果
指
標

指標名 当初値 目標値 H27 H28 H29 H30 R1

街なか観光客の入込数
830,644

人
950,000

人
811,618

人
834,008

人
798,109

人
780,656

人

11.1%空き店舗率 13.2% 12.1% 12.5% 12.9% 9.7%

主要事業名
事業費（千円） 進捗

状況H27決算 H28決算 H29決算 Ｈ30決算 R1予算 合計

55,319 事業中

事業概要

【H27】
・街なか出店・居住推進事業、街なか賑わい推進事業の実施。
・中心市街地活性化協議会への参加、中心市街地活性化の状況把握。
・新規出店者向け支援事業の検討。
【H28】
・街なか出店・居住推進事業、街なか賑わい推進事業の実施。
・中心市街地活性化協議会への参加、中心市街地活性化の状況把握。
・旅篭町にぎわい拠点整備事業（旧木村邸）の着手。
【H29】
・街なか出店・居住推進事業、街なか賑わい推進事業の実施。
・中心市街地活性化協議会への参加、中心市街地活性化の状況把握。
・旅篭町にぎわい拠点整備事業の完了。
【H30】
・街なか賑わい推進事業の実施。
・中心市街地活性化協議会への参加、中心市街地活性化の状況把握。
・中心市街地活性化基本計画の計画期間延長の検討。

課題等
基本計画に記載の未着手となっている各事業の早期事業着手を推進するととも
に、街なかの回遊性向上や交流人口の増加を図るための取組を検討していく必
要がある。

中心市街地活性化基本
計画推進事業

11,876 11,731 11,686 8,781 11,245
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0 事業中

事業概要

中心市街地活性化基本計画に係る国庫補助金の交付を受けた民間事業者等
に対して、施設整備費の一部を補助。
【H27】 平成28年度からの新規事業
【H28、H29、H30】 本事業の対象となる民間事業者等はなし。

課題等

近年、国の中心市街地活性化関連の補助事業の予算額が減少傾向にあり、国
庫補助金の採択を受けることが困難になってきているため、国庫補助金の活用
を希望する民間事業者等が出てきた場合には、事業内容等の相談・助言を行
い、国庫補助金の採択を受けられる事業となるよう支援していく必要がある。

中心市街地空き店舗活
用事業

0 0 0 0 0

22,049 事業中

事業概要

 山形市における創業支援事業計画に基づく特定創業支援事業（創業ゼミ・創業
塾）を受講し、認定証明書の発行を受けた者に対して、中心市街地の空き店舗
を活用した新規出店に係る施設整備費の一部を補助。
【H27】 平成28年度からの新規事業
【H28】 補助件数３件
【H29】 補助件数２件
【H30】 補助件数５件

課題等 中心市街地への新規出店を促進するための取組を検討する必要がある。

中心市街地新規出店者
サポート事業

0 4,978 3,466 7,605 6,000

1,057,829 事業中

事業概要

商業施設（セブンプラザ）を中心とした再開発事業を実施する市街地
  　再開発組合に対し、市が事業費の一部を補助。
  　・事業期間　平成28年度～令和2年度
  　・補助対象事業費　29億3,455万円（総事業費　53億5,299万円）
  　・補助総額　17億2,404万円
   （内訳　国8億6,202万円、県 1億2,750万円、市 7億3,452万円）
【H28】なし（事業採択）【H29】補償費、調査費【Ｈ30】補償費、解体費

課題等

市街地再開発支援事業

0 0 152,280 454,741 450,808

173,912 事業中

事業概要

【H27】 管理運営業務の委託　年間利用者数132,418人
【H28】 管理運営業務の委託　年間利用者数127,084人
【H29】 管理運営業務の委託　年間利用者数131,152人
【H30】 管理運営業務の委託　年間利用者数122,201人

課題等

交流ルーム利用者の固定化や、自主事業の定番化の傾向が見られるため、新
規利用者の集客を図るために、新たな企画を考案することなどが必要である。
また、来館者の属性や傾向を把握するなど、中心市街地の街なか回遊促進を
図るための情報収集に努める必要がある。

山形まなび館運営事業

28,998 27,997 28,676 27,757 60,484

246,949 事業中

事業概要

紅花商人だった長谷川家の財産である、土地建物を賃貸借し、整備した「山形まるごと
館　紅の蔵」の管理運営委託。
【H27】 管理運営業務の委託　年間利用者数416,425人
【H28】 管理運営業務の委託　年間利用者数406,928人
【H29】 管理運営業務の委託　年間利用者数387,804人
【H30】 管理運営業務の委託　年間利用者数360,229人

課題等 利用者数が減少傾向にあり、利用者増加に向けた取組が必要である。

山形まるごと館紅の蔵
運営事業

49,247 49,205 49,372 49,290 49,835

8



485,466 事業中

事業概要

山形城の復元を図りながら、国の史跡にふさわしい歴史・文化をいかした都市
公園として整備する。
【H27】 本丸御殿広場（３次）及び本丸西堀土塁（５次）の発掘調査。
  　本丸西堀土塁の復原及び二ノ丸土塁園路等の整備。
【H28】 本丸御殿広場（４次）、本丸西堀土塁（６次）及び二ノ丸北東土塁
  　（１次）の発掘調査。
  　本丸西堀土塁の復原及び桜の園北側園路広場等の整備。
【H29】本丸御殿広場（５次）、本丸西堀土塁（７次）及び二ノ丸北東土塁
  　（２次）の発掘調査。梅の園園路広場の整備。
【H30】本丸御殿広場の発掘調査報告書を作成。本丸西堀土塁（８次）及び二ノ
丸北東土塁（３次）の発掘調査。本丸西堀土塁の復原及び梅の園園路広場の
整備。

課題等

霞城公園整備事業

101,546 103,444 69,698 78,989 131,789

137,325 事業中

事業概要

中心市街地活性化基本計画に位置付けられた区域内において、市街地の賑わ
いを創出し、利用ニーズに応じた公園を新設及び再整備する。
【H27】 なし
【H28】 ひばり公園の事業用地を取得。駅前公園の測量及び設計を実施。
【H29】 ひばり公園の園路を整備。
【H30】 ひばり公園の広場を整備し開設。

課題等

中心市街地活性化公園
整備事業

0 50,891 9,123 34,479 42,832

32,243 事業中

事業概要

山形五堰において、農業用水を安定通水させるため、水路に堆積した土砂上
げ、草刈、老朽化した石積水路の改修及び親水広場の改修等を実施した。
【H27】 パンフレット作製等、石積水路等の補修　2箇所、土砂上げ　2箇所、
  　農業用水路清掃等業務委託、御殿堰中央親水広場等改修。
【H28】 パンフレット作製等、石積水路等の補修　4箇所、土砂上げ　2箇所、
  　農業用水路清掃等業務委託、御殿堰中央親水広場等改修。
【H29】 パンフレット作製等、石積水路等の補修　2箇所、土砂上げ　2箇所、
  　農業用水路清掃等業務委託、御殿堰中央親水広場等改修。
【H30】 石積水路等の補修　4箇所、土砂上げ　4箇所、
  　農業用水路清掃等業務委託、御殿堰中央親水広場等改修。

課題等 老朽化した石積水路の増加。

五堰整備事業

6,181 6,461 6,522 6,203 6,876

5,850 完了

事業概要

山形商工会議所及び各中心商店街が事業主体である、中心市街地循環バスを
運行する事業に対して補助。
【H27】 年間延べ利用者数：306,574人
【H28】 年間延べ利用者数：296,162人
【H29】 年間延べ利用者数：70,538人（平成29年4月～6月）
（平成29年7月よりコミュニティバス東部循環線・西部循環線と統合を行った。）
　〈参考〉
　【H29】 年間延べ利用者数：269,146人（平成29年7月～平成30年3月）
　【H30】 年間延べ利用者数：481,386人

課題等

中心市街地循環バス運
行支援事業

2,600 2,600 650

68,570 完了

事業概要

都市計画道路十日町双葉町線の整備に伴い、幸町暫定駐輪場が廃止されたた
め、その代替施設として整備。
【H27】　関係課打ち合わせ、JR貨物との用地交渉
【H28】 用地購入、整備工事（舗装・照明等・フェンス・防犯設備・看板）、
  　事業完了

課題等

山形駅南駐輪場整備事
業

0 68,570
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40,872 事業中

事業概要
【Ｈ27・H28・H29・H30】
　中心商店街関連団体等による賑わいづくりのためのイベント開催支援。

課題等
イベント来場者による中心市街地の回遊性を高めるための取組を検討する必
要がある。

中心商店街活性化推進
事業

5,260 9,355 8,405 8,931 8,921

21,793 事業中

事業概要

山形市の観光の中核的推進拠点として「日本一の観光案内所」を整備する。
【H27】 なし
【H28】八戸市・仙台市の観光案内所の現場調査を行った。
【H29】首都圏の観光案内所の現場調査を行い、外国人観光案内所の認定を受
けるための準備を行った。
【H30】
・ＪＮＴＯ（政府観光局）外国人観光案内所カテゴリー２取得
・外国語対応職員の常駐化
・新やまがた観光総合ガイドブックの企画編集業務
・観光案内所の具体的な設置場所及び設置概要の検討

課題の内容
日本一の観光案内所の具体的な設置場所及び、設置内容について決定する必
要がある。

日本一の観光案内推進
事業（再掲）

0 0 52 12,112 9,629

2,348,177

評
価
結
果

内容

【評価】
平成３１年２月に中心市街地活性化戦略本部において「山形市中心市街地グランドデザイン」を策定し、グ
ランドデザインの具現化を図る事業を推進する組織として平成３１年３月に「山形エリアマネジメント協議
会」を設立するなど、官民連携による中心市街地活性化の総合的な取組の推進が図られた。
成果指標の「空き店舗率」は昨年度と比較して増加したものの、引き続き目標値を下回っているが、街なか
観光客の入込数は、紅の蔵の施設改修や山形まなび館の運営事業者変更の影響等により前年度から入込数が
減少している。

【課題】
商店街や民間事業者との更なる連携や情報発信の充実を図るとともに、中心市街地の魅力の向上を図るため
の取組を検討する必要がある。

【今後の方向性】
中長期的なまちづくりの方向性である「グランドデザイン」の具現化を推進するとともに、短期的なまちづ
くりについては山形市中心市街地活性化基本計画に基づき、国の支援を活用しながら活性化に向けた取組を
継続していく。

205,708 335,232 339,930 688,888 778,419
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No. 4-4 重点政策名 ４．時代の変化に対応した都市・社会基盤の整備

主管課 広報課 施策名 （４）市民・コミュニティ活動の活性化によるまちづくり

目
的
・
概
要

①地域住民が自ら行う地域づくり活動の推進
　地域住民が自ら考え、実践する地域づくり活動を支援することにより、地域における自主的な活動及び地
域活動への市民の積極的な参画を促進します。

②地域住民の活動拠点の整備
　地域住民にとって地域づくりの活動拠点となるコミュニティセンターや集会所等の整備を進めます。

③市民活動の活性化の促進
　市民活動団体の活動を支援するため、コミュニティファンドの仕組みにより寄付者（民間資金）と市民活
動支援団体の活動が持続的に循環するよう、支援の充実を図ります。

成
果
指
標

指標名 当初値 目標値 H27 H28 H29 H30 R1

いきいき地域づくり支援事業実施地区数 20地区 30地区 21地区 20地区 18地区 22地区

340団体市民活動支援センターの登録団体数 336団体 373団体 334団体 344団体 343団体

主要事業名
事業費（千円） 進捗

状況H27決算 H28決算 H29決算 Ｈ30決算 R1予算 合計

36,150 事業中

事業概要

自主的に行う特色のある地域づくり事業に対し補助を行う。
＜主な事業の例＞
 あじさいまつり（村木沢地区）、いきいき実感ｉｎ東沢（東沢地区）、
 滝山まちづくり事業（滝山地区）、富神の里 夢・雪あかり（西山形地区）

課題等

いきいき地域づくり支援
事業

7,013 6,602 5,849 7,252 9,434

1,251,891 事業中

事業概要

「山形市コミュニティセンター整備基本方針」（H23.2月策定）に基づき、コミュニ
ティセンターの建替えを行う。整備対象は飯塚（H23～26）、村木沢（H24～27）、
本沢（H25～28）、東沢（H26～29）、椹沢（H27～30）、西山形（H30～R3）の６館。
【H27】 村木沢：外構工事　　　　　　　　本沢：建替工事・外構実施設計
　　　　 東沢：設計・擁壁設置工事　　  椹沢：基本構想策定・地質調査
【H28】 本沢：解体工事・外構工事　　　東沢：建替工事・外構実施設計
　　　　 椹沢：用地測量・設計
【H29】 東沢：解体工事・外構工事　　　椹沢：建替工事・外構実施設計
【H30】 椹沢：解体工事・外構工事
          西山形：事業認定・農振除外・地質調査・基本構想策定・
　　　　　　　　　 測量・用地取得（土地開発公社）

課題等
西山形コミュニティセンター建設については、隣接エリアに建設予定の西山形小
学校との機能的な連携を考慮する必要がある。

コミュニティセンター建
設事業

413,819 360,556 367,612 66,434 43,470

40,885 事業中

事業概要

地域住民が集会等に利用する施設を地域又は町区ごとに建築（増改築、補修
及び建物の購入を含む。）し、若しくは賃借し、又はその敷地を購入する場合に
助成を行う。
【H28】  補修 9件  賃借 2件
【H29】  増改築1件  敷地購入1件  補修12件  賃借2件
【H30】　補修 7件 緊急対応 1件 賃借2件

課題等

コミュニティ支援事業
（集会所整備等支援）

12,427 4,214 11,955 2,428 9,861
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93,321 事業中

事業概要

コミュニティファンドに寄せられた寄附を財源として、市民活動団体による公益活
動への補助を実施。
【H27】 補助実績　分野：４件、団体：２件、公プレ：１０件　計１９件
【H28】 補助実績　分野：７件、団体：３件、公プレ１０件 計２０件
【H29】 補助実績　分野：７件、団体：２件、公プレ１１件 計２０件
【H30】 補助実績　分野：６件、団体：３件、公プレ：１０件  計１９件

課題等

市に対する寄付制度については、コミュニティファンンド以外にもふるさと納税や
ガバメントクラウドファンディングもあるため、市民が寄付する手法を選びやすく
するための情報の発信のあり方等を関係課とも連携しながら検討する必要があ
る。

市民活動活性化事業

25,873 19,030 6,656 21,092 20,670

1,422,247

評
価
結
果

内容

【評価】
　各主要事業とも、おおむね計画どおり進んでいる。
　

【課題】
　いきいき地域づくり支援事業について、未実施の地区や地域の事情により休止している地区が存在するた
め、事業開始に向けて、地域の課題について整理していく必要がある。

【今後の方向性】
　いきいき地域づくり支援事業について、未実施の地区については「何をしていいのかわからない」、「高
齢化に伴い人手不足」といった意見があるため、各地区が実施している事業の内容を共有し、取組を促して
いく。また、休止している地区については事業再開へ向けて同じ内容の繰り返しではなく、今までの内容に
加え、新たな取り組みが可能になるような支援の仕組みについて検討し、引き続き、目的・目標の達成に向
けて事業を継続していく。

459,132 390,402 392,072 97,206 83,435
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